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Indicators Update 
2022 年 6 月全国消費者物価 
 

食品主導の押し上げが続き、コア CPIの伸び率は前月から上昇 

 経済調査部 研究員 瀬戸 佑基 

 [要約] 

 2022 年 6 月の全国コア CPI（除く生鮮食品）は前年比＋2.2％と、伸び率は前月から

0.1％pt上昇した。エネルギーによる押し上げ圧力が弱まる一方、食品・外食による押

し上げ圧力が強まる、という構図が続いている。 

 全国コア CPIの財・サービス別の寄与度の前月からの変化を見ると、エネルギーが引き

続き低下したものの、食品関連の品目が上昇したことで、生鮮食品を除く非耐久消費財

全体の寄与度は上昇した。また耐久消費財、半耐久消費財、サービスも小幅に上昇した。 

 今後も引き続き輸入物価上昇の影響が消費者物価を押し上げるだろう。財価格だけで

なくサービス価格も、外食をはじめとした輸入物価の動向に影響を受けやすい品目を

中心に上昇が続く可能性が高い。他方、燃料油価格激変緩和補助金などの政策が急激な

物価上昇を抑制し、コア CPI は前年比＋2.0％前後で推移するとみている。ただし、輸

入物価の動向次第では更なる上振れの可能性も存在する。  
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6月コア CPI:コストプッシュインフレが継続し、前年比＋2.2％に 

2022 年 6 月の全国コア CPI（除く生鮮食品）は前年比＋2.2％と、伸び率は前月から 0.1％pt

上昇した（図表 1）。エネルギーによる押し上げ圧力が弱まる一方、食品・外食による押し上げ

圧力が強まる、という構図が続いている。また全国新コアコア CPI（除く生鮮食品、エネルギー）

は同＋1.0％と、伸び率が前月から 0.2％pt上昇した。 

CPI の持つ歪み（上方バイアス）が抑えられた連鎖方式の指数（季節調整値）で物価の推移を

確認すると、2021 年 5月以降コア CPIは上昇基調にある（図表 2）。また輸入物価の高騰の影響

でエネルギー以外の品目でも値上げが続き、新コアコア CPI も上昇基調にあるため、コストプ

ッシュインフレが明確に進行しているといえる。 

 

図表 1：消費者物価指数の概況（前年比、％） 

 

図表 2：全国 CPI の水準（季節調整値、ラスパイレス連鎖方式） 

  

2021年 2022年

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

全国コアCPI 0.5 0.5 0.2 0.6 0.8 2.1 2.1 2.2 

　コンセンサス 2.2 

　DIR予想 2.2 

全国新コアコアCPI ▲ 0.6 ▲ 0.7 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 0.7 0.8 0.8 1.0 

東京都区部コアCPI 0.3 0.5 0.2 0.5 0.8 1.9 1.9 2.1 

　　　　　新コアコアCPI ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.8 0.9 1.0 

（注1）コンセンサスはBloomberg。

（注2）コアCPIは生鮮食品を除く総合、新コアコアCPIは生鮮食品及びエネルギーを除く総合。

（出所）総務省「消費者物価指数」より大和総研作成

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

全国コアCPI 全国新コアコアCPI 全国CPI（総合）

（2020年＝100）

（年）

（注1）全国コアCPIは生鮮食品を除く総合、全国新コアコアCPIは生鮮食品及びエネルギーを除く総合。
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（出所）総務省「消費者物価指数」、内閣府資料より大和総研作成
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エネルギーの押し上げ圧力が弱まり、食品などの押し上げ圧力が強まる構図が続く 

全国コア CPIの財・サービス別の寄与度の前月からの変化を見ると（図表 3、4）、エネルギー

が引き続き低下したものの、食品関連の品目が上昇したことで、生鮮食品を除く非耐久消費財

全体の寄与度は上昇した。また耐久消費財、半耐久消費財、サービスも小幅に上昇した。 

非耐久消費財のうちエネルギー関連の品目では、依然として高い伸びが続いているものの、

「電気代」（5月：前年比＋18.6％→6月：同＋18.0％）、「ガソリン」（5月：同＋13.1％→6月：

同＋12.2％）などの多くの品目で伸び率自体は低下した。 

他方、非耐久消費財のうち食品関連では、「カップ麺」（5月：前年比＋0.4％→6月：同＋11.1％）

や「チョコレート」（5月：同＋3.2％→6月：同＋7.5％）など、引き続き幅広い品目で値上げが

行われている。 

耐久消費財では「携帯電話機」（5月：前年比▲0.5％→6月：同＋2.3％）、「ルームエアコン」

（5 月：同＋11.0％→6 月：同＋11.3％）などが、半耐久消費財では「電球・ランプ」（5 月：同

＋8.4％→6月：同＋13.7％）などが全体を押し上げた。 

サービスでも、「すし（外食）Ａ」（5月：前年比＋0.9％→6月：同＋4.4％）などの外食関連

の品目や、「外壁塗装費」（5月：同＋5.2％→6月：同＋5.8％）などで値上げが続いている。他

方、「宿泊料」（5月：同＋5.2％→6月：同＋3.6％）の伸び率が低下したことなどを受け、サー

ビス全体としてのコア CPI前年比への寄与度は前月から小幅な上昇にとどまった。 

図表 3： 全国コア CPI の前年比と寄与度  図表 4：全国コア CPI の内訳 
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先行き：円安などを背景としたコストプッシュインフレが続く 

今後も引き続き輸入物価上昇の影響が消費者物価を押し上げるだろう。財価格だけでなくサ

ービス価格も、外食をはじめとした輸入物価の動向に影響を受けやすい品目を中心に上昇が続

く可能性が高い。他方、燃料油価格激変緩和補助金などの政策が急激な物価上昇を抑制し、コア

CPI は前年比＋2.0％前後で推移するとみている。ただし、輸入物価の動向次第では更なる上振

れの可能性も存在する。 

6月の円ベースの輸入物価指数（出所：日本銀行）は前年比＋46.3％と、伸び率の拡大が続い

た。類別では、5 月と同様に「石油・石炭・天然ガス」が同＋126.9％と全体を大幅に押し上げ

たほか、残る 9類でも高い伸びが続いている。 

契約通貨ベースの輸入物価指数は前年比＋25.8％と、円ベースの指数の伸び率を 20％pt程度

下回る（図表 5）。この円ベース指数と契約通貨ベース指数の伸び率の差は 2022年以降急速に拡

大したことから、円ベースの輸入物価を押し上げる主因が、商品市況や輸送費の高騰から為替

レートによる影響に変化しつつあるといえる。2022 年 7 月の日銀金融政策決定会合では、金融

政策の現状維持方針が決定された。日米金利差の拡大などを背景とした円安傾向が続けば、商

品市況が落ち着きを取り戻した後でも円ベースの輸入物価の伸び率が高止まりし、タイムラグ

を伴って消費者物価を押し上げ続ける可能性もある。 

他方、燃料油価格激変緩和補助金の効果で、原油価格が高騰する状況下でも、レギュラーガソ

リンなどの価格上昇は抑えられている。2022年 7月 15日に行われた物価・賃金・生活総合対策

本部第 2 回会合における内閣府提出資料にて、ガソリン価格に対する「今後の対策の方向性」

は「原油価格の動向を踏まえ検討」されるとの記述 1がなされた。当制度は現時点では 2022 年

9月末で終了する予定だが、延長がなされるのか、また延長されるのであれば、どのような出口

戦略を伴って延長されるのかが注目されるだろう。 

図表 5：輸入物価指数（総平均）の前年比の推移  

 

 

 （出所）日本銀行統計より大和総研作成 

                                 
1 物価・賃金・生活総合対策本部「第 2回議事次第・資料」（2022年 7月 15日） 
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（出所）総務省「消費者物価指数」より大和総研作成
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輸入物価と企業向け価格 名目実効為替と原油価格

（注）企業物価、企業向けサービス価格は消費税を除くベース。

（出所）左図は日本銀行、右図は日本銀行、Bloombergより大和総研作成
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（出所）左図は内閣府、日本銀行、右図は総務省「消費者物価指数」より大和総研作成
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